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1.問 題 の所在
企業会計 を 「活動」 という視点か らみれば,決 算書の作成 ・開示 とい うような主に外部向けの
情報提供活動だけではな く,原 価管理活動 に代表 される極 めて内部向けの情報提供活動 も見出さ
れる。 この原価管理活動 のような主 に企業内部においておこなわれる活動は,以 前はコス ト ・コ
ン トロールの名の下 に専 ら原価維持のためにお こなわれていた といえる。そのような活動は,標
準原価計算 を前提 としてお こなわれてお り,端 的には標準原価管理]と 呼ばれてい る。このよう
な標準原価計算による原価管理の有用性については,否 定 的な見解2も 散見 される。 その中心 と
なるテーゼ は,従 来の少 品種大量生産 とい う生産方式 に対 しては有効 であ った標準原価管理が,
近年の多品種少量生産 という生産方式 に対 しては必ず しも有効 とはいえない ということである。
要す るに,生 産方式の変化 に対応 した原価管理のあ り方が 問われている といえる。
最近では,そ のような原価維持活動のみな らず,原 価改善あるいは原価 削減 のための活動 も含
めて原価管理が実践 されるようになって きてお り,こ れ らの活動 はコス トマネジメン トの名の下
により一層広 く理解 されるようになって きている。 このコス トマ ネジメ ン トの下では,極 めて多
様 な手法が駆使 されているといえる。 したが って,一 言でコス トマネジメン トといっても,そ の
内容 は極めて多種多様 である3と 同時 に,そ の体系 についての統一的な理解が得 られているわけ
ではない4。 少な くとも,従 来の原価管理活動の延長線上に このコス トマ ネジメ ン トを位置付 け
るとすれば,そ れは主 として内部的 な活動 として捉 えることがで きるであろ う。
とはいえ,個 々の企業(あ るいは企業グループ)に は企業価値(あ るいは企業グループ価値)を 高め
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ることが求 め られるようになって きてい る今 日では,資 本市場 への参加者であ る投資家 を意識 し
た経営管理が要請されているこ とはいうまで もない。 ここにい う企業価値(あ るいは企業グループ
価値)と は,企 業(あ るいは企業グループ)が 将来生み 出す こ との できる正 味キ ャッシュ ・フロー
として理解 され るであろ う。この ような将来の正味キャッシュ ・フローの増大 を意識 した経営管
理 こそが今 日の企業経営 の要諦である とい える。 この結果 とし て,資 本市場への参加者である投
資家 を意識 した経営管理が これまでは専 ら外部向けの情報提供 活動においてのみ意識 されていれ
ばそれで十分であったものの,現 今 ではこの ような投資家 を意 識 した活動が企業活動の全般にま
で及ぶようになって きていると考 えられる。 したがって,企 業 の内部向けの情報提供活動 におい
ても外部向けの情報提供活動 と同様 に資本市場への参加者 であ る投資家が意識 されるようになっ
てきているはずである。
この ような投資家を意識 した経営管理 を実践す るためには,外 部向けの情報提供活動 をよ り一一
層充実 させ ることはもちろんである として も,そ れだけに止 ま らず更に本来は内部向けの情報を
も外部に提供す ることもまた必要 となる。ここに管理会計情報 の財務会計化5と い う現象が生 じ
る余地があるといえる。 しか し,も う一つの重要 な視点一 これ が本稿の きわめて重要 な視点 とい
えるのであるが一 は,内 部向けの情報提供活動 に際 して,外 部 向けの情報提供活動 と同程度 にそ
の ような投資家 を意識 した情報の提供が必要 となるはずである というこ とである。 この ような視
点に立脚す ることによって,次 の ような新 たな疑 問が生 じるこ とになる。つま り,投 資家 を意識
することが 内部向けの情報それ 自体 に質的 ・量的な変化 をもた らす ことになるのではないか,あ
るいはそのような情報の意味にも何 らかの変化がみ られるので はないか,と いうことである。こ
のような疑問 を解明するためには,企 業内部向けの情報提供の担い手である管理会計 ッールにお
いて重要な役割を果た しているコス トマネ ジメン トの具体的な 予法 とその手法 によって提供 され
る会計情報それ 自体について検討 してみなければなるまい。そ こで,こ の検討 にあたって,本 稿
ではその第一段 階 として先ず以 ってコス トマネジメン トの具体 的な手法 と看倣 され得 る原価企画
とライフサ イクル ・コステ ィングとを考察の対象 として取 り上 げ,上 記の観点か ら,資 本市場へ
の参加者 であ る投資家 を意識す ることが,コ ス トマ ネジメン トの具体的 な手法 により提供 される
情報 に何 らかの質的 ・量的変化 をもたらす ことになるのか,そ してその会計情報には どのような
意義が見出されることになるのか,と い う問題 を検討す ること とする。 ここに原価企画 とライフ
サイクル ・コスティングを考察の対象 とする理由は,ど ちらも伝統的な原価計算 の体系 には欠 け
ている長期的指 向と市場指向 とい う特性 を備 えてい る新たな戦 略的手法 と看倣 されていることに
ある6。 そのような特性が原価情報 に如何 なる影響 を及ぼす こ とになるのであろ うか。
皿.原 価企 画 によ るコス トマネ ジメ ン トの意 味
従来の標準原価計算 を基礎 にした原価管理,つ ま りコス ト ・コン トロール という意味での原価
管理 にあっては,そ の管理対象は,製 品の製造プロセスにおいて発生する原価 に限定 されていた
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といえるであろ う。 これに対 して,コ ス トマ ネジメン トとい う意味での原価管理にあっては,そ
の管理対象は,そ の ように狭い範囲に限定 されてい るわけではな く,製 品 ・サー ビスの企画 ・開
発 ・設計 プロセスとい う製造 プロセスの前段 階,あ るいは後述 のように場合 によっては製造 プロ
セスの後段 階にまで拡張 されるようになってきてい るといえる。
製造プロセスの後段階 まで含めて考察す ることは次章 に委ねることとして,こ こでは まず製造
プロセスの前段階 となる企画 ・開発 ・設計 プロセスにお ける原価管理活動 とい う視点か ら,コ ス
トマネジメ ン トの意味 を考えてみなければなるまい。その際に,こ の企画 ・開発 ・設計 プロセス
のコス トには,二 つの種類があることが看過 されてはな らない。一つ は,そ のプロセスにおいて
「発生するコス ト」であ り,つ まり企画 ・開発 ・設計 というそれぞれの活動 に伴 って発 生する コ
ス トに他な らない。 これは,い わば活動 に直結する コス ト,端 的には活動 コス トといえる。 もう
一つは
,そ の企画 ・開発 ・設計 とい うそれぞれの活動の対象 となっている製品 ・サー ビス 自体 の
コス トである。 これは,本 来は実際に製造活動 を開始することによって発生するコス トである も
のの,そ のような企画 ・開発 ・設計 という活動に よって結果 として製品 ・サ0ビ スの コス トがこ
の企画 ・開発 ・設計 プロセスにおいて決定 されるこ とになるという意味において,こ のプロセス
におけるコス トとみ なされ得 る といえるであろう。つ ま り,こ れは企画 ・開発 ・設計 とい う活動
には直結 しない ものの,そ の活動に よって将来発生する大 きさが ほぼ決定 している,こ のプロセ
スに起因す るコス トといえる。 どち らの コス トも原価管理の対象であることはい うまで もない。
したがって,製 品 ・サービスの企画 ・開発 ・設計プロセス におけるコス トマネジメ ン トとい う意
味での原価管理では,そ の範囲が実質的には製造プロセス にまで及んでい るとい える。
この ような意味 において原価管理の対象が製造プロセスか らそれ以前の企画 ・開発 ・設計 プ『ロ
セスにまで拡張 された ことに伴 って,コ ス トの集計計算 もまた製品 ・サー ビスの企画 ・開発 ・設
計段 階か らお こなわれる ようになって きてい る。 この よ うなコス ト集計計算 を 目標 原価計 算
(targetcosting)と いう。一般に,こ の 目標原価計算 を組 み込んだ原価管理活動が 『原価企画』 と
考 えられている。尤 も,こ の ような企画 ・開発 ・設計プロセス における コス トの集計計算は,そ
のプロセスの進捗状 況に応 じてタイプ を異 に してい る。つ ま り,そ のプロセスの最初 の段 階で
は,「 控除法」7あ るいは 「積み上げ法」8に より目標原価が計算 され,そ の後,設 計 のプロセス
に応 じて構想設計 の段 階では概算見積原価が算定 され,基 本設計 の確 定か ら製品 ・サービスの規
格 ・仕様 あるいは内容が決定する詳細設計に至 るまでの段 階で は詳細見積原価が算定 されること
になる9。
周知 のように,「 原価企画」は,製 品 ・サー ビスの企画 ・開発 ・設計の段 階において 「原価 を
作 り込む」活動 を意味 している。一般 に,こ の 「原価企画」で は,日 標売上高 一目標利益=目 標
原価 とい う計算思考10に もとついて,目 標 となる 「達成 しなければな らない原価」が最初 に措
定 されるのである。通常,目 標原価 は,市 場調査あるいは競合企業分析 の結果 として算定 された
期待販売価格か ら,計 画 された売上利益率に よって求め られた獲得 される予定利益 を控 除 して算
4商 経 論 叢 第41巻 第1号(2005.9)
出 され ることになる。 これ は,い わば 「市場 に参入す るこ とを許容 された原価」 を意味 してお
り,他 方では 「最大限の原価」 と定義 されることになる11。
しか し,厳 密にはこの 目標原価の設定 には,プ ロセスの最初 の段 階において以下の ような五つ
のアプローチが考えられる。す なわち,第 一法は,い わば 「市場か ら自社へ」 とい う方向付 けに
よって外部指 向の 目標 原価 が設定 される12方 法 をい う。第二法 は,そ の反対 に 「自社か ら市場
へ」 とい う方 向付 けによって内部指向の 目標原価が設定 される13方 法をいう。第三法は,そ の二
つ を統合す るこ とによって双方 向を指向す る 目標原価 が設 定 され る14方 法 をい う。第四法 は,
「競合企業か ら自社へ」 とい う方向付 けに よってライバル企 業の期待原価が 目標原価 として設定
される15方 法 をい う。第五法 は,「 最 適原価か ら生み出す」 とい う方 向付 けによって最適化 され
た生産手順 を前提 として 目標原価が設定 される16方 法 をいう。 これ らの方法のうち第二法か ら第
五法は,目 標原価計算が前提 としている市場指向か ら乖離す ることになるので,厳 密 には第一法
が 目標原価計算の純粋形態であ り,こ の ような 目標原価の設定 こそが原価企画 に他 な らない17。
原価企画 に よって,こ の 目標 原価 を実現 させ るため に企画 ・開発 ・設計 の段階 か ら各種 の手
法18が 用い られることになるのである。
この ように 「原価企画」 では最初 に目標 となる原価が決 め られることになる。それでは,そ の
原価 を決めるために,企 画 ・開発 ・設計段階か らコス トの集計計算 をお こなうとい うことは,一
体 どの ような範囲のコス トを集計す ることを意味 しているのであろ うか。製品の製造 プロセス以
前の段 階 において発生す るコス トには,研 究費,開 発 費,試 作 費,設 計費 な どが ある。 もちろ
ん,製 造 プロセスにおいては,当 然の ことなが ら,直 接材料費,直 接労務 費お よび製造間接費が
発生す る。その ほか にも,製 品の製造後 には,一 般 管理費あ るいは販売 費,更 にはアフター ・
サー ビス費,廃 棄 コス トな ども発生する ことになる。
これ らの費用 を発生プロセスご とに時系列に並べ た上で,各 プロセスの活動が全体の製品原価
決定に どの ように影響するのか とい う観点か らその度合 いを見てみ ると,製 造段階においてどの
ようなコス トが どのような態様 でどれ くらい発生す るのか とい うことが実 は製造 を開始す る以前
に相当程度まで確定 している19こ とが指摘 されている。つ ま り,ど の ような仕様 にするのか,そ
のためにどのような部品を使用す るのか,そ の部品を外注するのか 自製す るのか,生 産 ラインを
どの ように レイアウ トす るのか,ど のような機械 ・装置が必要 となるのか,そ の場合 に既存の機
械 ・装置を利用 で きるのか,一 部分を利用 し一部分 を新規調達す るのか,全 面的に新規調達す る
のか,な どとい う生産の前提条件が設計図が描かれた段階で決 まる ことにな り,そ の結果 として
その段階で通常 は製品 コス トの70-80%が 確定 して しまっている20の である。ここに,原 価 の
発生源流 にまで遡 って,原 価 を管理す る 「原価企画」が コス トマネジメン トの一つの手法 として
位置付 け られている理 由が見出 されるといえる。
この ように 「原価企画」 によれば,企 画 ・開発 ・設計段 階において,そ の後の製造プロセスに
て発生す ることが確実 なコス トを制御することによって,目 標 となる原価 を達成す ることが可能
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となるのである。 したが って,「 原価企画」 を実施す る場合 の企画 ・開発 ・設計に関わる主要 な
活動は,目 標 となる原価 を強 く意識 した製品 ・サービスの企画 ・開発 ・設計でなければならない
ことになる。つ まり,そ の活動 は目標原価 を制約条件 とした新製品 ・サー ビスの企画 ・開発 ・設
計活動 に他 な らない。「原価企画」 では,こ のような活動 が原価管理活動の一環 としてお こなわ
れているといえる。
その場合 には,確 かに企 画 ・開発 ・設計活動 は,ス テー クホル ダーを意識 してはい るものの,
その対象 は主 として顧客 となる消費者であると考え られる。消 費者 に受 け入れ られる価格(消 費
者が支払うことに合意できる価格)か ら企業の 目標 とする利益額 を控 除 した残余額 として求め られた
許容原価は,ま さに顧客 としての消費者 を十分 に意識 した計算上 の産物 である といえる。 もちろ
ん,確 かに目標 とす る利益 を実際に獲得 す ることは場合 によって は(少 なくとも既存の株主にとっ
ては)資 本市場 での株価 を高めることには貢献す ることになるか もしれない。 しか し,目 標 とす
る利益 を獲得す ることが既述の企業価値(あ るいは企業グループ価値)を 高め ることと直 ちに結 び
付 くわけではない。
それでは,「 原価企画」 では,ス テークホルダ0の 中心 とも言 うべ き投資家(既 存の株主だけで
はなく一般の潜在的株主も含む)は どのように意識 され ることになるのであろうか。
そ こで,投 資家を意識するということは,具 体 的にはどのようなことを意味す るのかを考えて
みなければなるまい。その際 には,企 業の経営活動の一環 として実施 されている活動が外 部的な
活動であれ,内 部的な活動であれ,い ずれに して も投資家 にとっての利益 につながる ような活動
として捉え られなければな らない筈 であ る。つ ま り,本 来は内部的な活動であって も,投 資家 に
とっての利益 につながるような活動 として捉 えられるということは,そ の ような活動が投 資家の
尺度によって評価 されるこ とを意味す ることになる。それでは,投 資家 にとっての尺度 となる指
標 とは何であろ うか。そのような指標 としては,先 ず最初 に期待投資利益率あるいは正味キャ ッ
シュ ・フローの割引現在価値が想起 されることになるであろう。その ような指標 を尺度 として評
価 するとい うことは,原 価企画とい う内部的な活動(も ちろん,サ プラィチェーンを前提とする場合に
は,そ の価値連鎖をひとつの組織体とみなすことによってサプライヤーとの問での活動もまた内部的な活動と
して捉えられることになる),要 す るに新 しい製品 ・サービスの企画 ・開発 ・設計 とい う活動,更 に
はその後に続 く製造活動お よび販売活動,顧 客対応活動 なども含めたすべての一連の活動 を新 し
い一つの事業プロジェク トとみ なして,こ のプロジェク ト全体 の予想 されるキャッシュ ・フロー
(厳密には,予 想されるキャッシュ ・インフローと予想されるキャッシュ ・アウトフローとの差としての正味
キャッシュ ・フローを意味している)を 現在価値 に割 り引 くことによって,こ の一連 の活動 を投資の
経済性評価 と同様の視点か ら評価す ることに他 な らない。 このことは,投 資資金の時 間価値 を考
慮す ることを意味 している。実際に,原 価企画の実施 に際 しては,企 画か ら製品 ・サー ビスが市
場 に投入 されるまでには数年 間の期間が必要であ り,時 間価値 を考慮 に入れることには十分 な合
理性が認め られるといえる。
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この ように投 資家が投資の意思決定 に際 しての尺度 として利用する指標 による経済性評価 と同
様の考 え方が一つの新 しい事業プロ ジェク トとみなされる,「 原価 企画」の適用 され る新 しい製
品 ・サー ビスそれ 自体 に も当てはまる とすれば,こ こに 「原価企画」についての全 く別の捉 え方
が見出されることとなる。つ ま り,「原価 企画」 を単 なる原価管理活動 と見るのではな く,そ れ
自体 を…つの投資活動 とみなす というこ とである。 この ように捉 えることによって,企 業 におけ
る内部活動 としての 「原価企画」 と企業外部者 である投資家 とが結 び付 け られ ることにな り,
「原価企画」 は十分 に投資家 を意識 した活動 とな り得 るのである。
か くして,従 来は原価管理のための極めて内部的な活動 と理解 されていた 「原価企画」が,実
は投資活動 としての性質 を備 えているこ とが明 らか となる。 したが って,「 原価企画」によるコ
ス トマネジメン トは,表 面的には 「原価水準の引 き下げ」 に貢献 していると考え られ るものの,
その本質は将来の支出であるキャッシュ ・アウ トフローの引 き下 げにあるといえる。 この ように
考える とすれば,「 原価企画」 における前述の計算式 は,厳 密 には 目標売上高 としての将来予想
キャッシュ ・インフローの現在価値か ら目標利益 としての将来の予想正味キ ャッシュ ・フローの
現在価値 を控除することによって 目標原価 としての将来キ ャッシュ ・アウ トフローの現在価値が
求め られていると解するこ とがで きる。 したが って,こ の場合 には提供 され る原価情報は,原 価
企画に より市場 に投入 されることになる新 しい製品 ・サー ビスに起 因する将来キャッシュ ・アウ
トフローの現在価値 と考え られる。
この ように,投 資家 を意識 した原価企画 を総体 として捉 える場合 には,提 供 される原価情報は
目標原価 としての将来キ ャッシュ ・アウ トフローの現在価値 を示 していることになる。 ここで,
注意すべ きは,そ の ような原価情報が,い わば全体 としての唯一一の 目標値 であ り,実 際にこの新
しい製品 ・サービスの企画 ・開発 ・設計等の活動 に関わるすべての個 々の活動に とっては漠然 と
した情報 に過 ぎない とい うこ とである。 この ことは,同 時にこの新 しい製品 ・サー ビスの企画 ・
開発 ・設計等の活動 に関わるすべ てのセ クションの レベル及びそ こに所属す る個 人の レベル に
とっては,そ のような原価情報 によって提供 される原価 目標が漠然 とした 目標 であ り,個 々の関
連セクションあるいは個人に直接結 び付 けることが困難 な原価情報に過 ぎない ということを意味
している。 この問題 を解決す るためには,「 目標原価 の分 割」が必要 となる。つ ま り,目 標原価
が原価情報 として充分 に機能す るためには,そ の原価 の構 成要素に当該原価情報がブ レーク ・ダ
ウン21されなければな らない。
その際に,目 標原価 に広狭二義のあることが看過 されてはな らない。つま り,広 義の 目標原価
は,前 述の全体 としての 目標原価 を意味 しているが,狭 義 の 目標原価 は成行 原価(現 状の原価)
か ら広義の目標原価 を控除 した差額 としての残余 を意味 している22。要す るにこの狭 義の 目標 原
価 は,原 価 の削減 目標その ものであ り,削 減 目標 原価 とい うべ きものである とい える。 とすれ
ば,「 目標 原価の分割」にあたっては,こ れ らの二つの 目標原価が考慮 されなけれ ばならない こ
とになる。つ ま り,「 目標原価 の分割」には二つの タイプがあるこ とに着 目す るこ とが必要 とい
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える。
広義の 目標原価 は,上 述の将来キ ャッシュ ・アウ トフローの現在価値 を意味 してお り,こ れ を
個々の関連 セクシ ョン及 びそこに所属する個人に直接結 び付 けることによって,個 々の関連 セク
シ ョンの レベル更 にはそこに所属 する個人 の レベルにおけるそれぞれの許容 され る将 来キ ャ ッ
シュ ・フローの現在価値が設定 されることになる。一般 に,目 標原価 のブレークダウ ンとは,こ
の ような意味での 「目標 原価 の分割」に他 な らない とい える。 これ に対 して,狭 義 の 目標 原価
は,全 体 としての削減 目標原価であ り,こ れ を個 々の関連セクシ ョン及 びそこに所属する個人に
直接結び付けることによって,個 々の関連セ クシ ョンの レベル更にはそ こに所属す る個 人の レベ
ルにおけるそれぞれの具体 的な削減 目標原価 が設定 されることになる。 したがって,こ こに狭義
の 目標原価のブ レークダウンが見出されることになる。 したが って,投 資家 を意識 した原価企画
活動にあっては,広 義の 目標原価 も狭義 の目標原価 もいずれもブレー クダウンの対象 となるはず
である。
ここで注意すべ きは,こ の狭義 の 目標原価 は,成 行原価(現 状の原価)と 広義 の 目標 原価 との
差 に他 ならない とい うことである。 しか も,こ の部分 は,削 減 の対 象で あ り,個 々の関連セ ク
シ ョンあるいはそ こに所属する個人の レベルでは,将 来の発生が 回避 されることになるはずの原
価構成要素 ご とのキャッシュ ・アウ ト ・フロー を意味 しているといえる。 したが って,全 体 とし
ては,こ れ らは将来の発生が回避 されることになるはずのキャ ッシュ ・アウ トフローの総体(厳
密にはその現在価値)を 意味 している と考え られるのである。
これまでの検討 か ら,原 価企画 という活動 においては資本市場への参加者である投資家 を意識
す るこ とに よって,こ の活動が投 資活動 としての性質 を帯 びることになる とい うこと,そ してこ
のことによって原価企画によ り提供 され る原価1青報が原価企画によ り市場 に投入 されることにな
る新 しい製品 ・サービスに起因す る将来キ ャッシュ ・アウ トフローの現在価値 を意味 している と
考 えられ ることが明 らか となった。つ ま り,投 資家 を意識す ることが原価企画 とい う活動 自体の
質的変化,更 には原価企画 により提供 される原価情報の質的変化 をももた らしているといえるの
である。
皿.ラ イ フ サ イ クル ・コ ス テ ィ ン グ に よ る コ ス トマ ネ ジ メ ン トの意 味
一 品質原価計算を包摂 するライフサイクル ・コスティングの場合 一
本章では前章の 「原価企画」 と類似の視 点か ら,原 価 管理の対象 を製造 プ ロセス だけで はな
く,そ れ以前 の段 階か らその後の段 階 まで をも含めて製品 ・サー ビスの ライフサイクル全体のプ
ロセスにまで及ぶ原価管理活動 という視点か らコス トマネジメン トの意味を考えてみなければな
るまい。この ように原価管理の対象 を拡張す ることによって,コ ス トの集計計算 もまた製品 ・
サー ビスの企画 ・開発 ・設計段 階か ら製造 ・販売の段階,更 には顧客サー ビス,回 収 ・廃棄の段
階にまで及ぶ ことになる。 この ように,製 品 ・サー ビスのライフサイクルにおいて発生す るコス
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トを算定す る手法 は,ラ イフサイクル ・コステ ィング(lifecyclecosting)23と 呼ばれている。これ
は,そ の名の通 りまさに製品 ・サービスのライフサイクル ・コス トを算定する計算方法 に他 なら
ない。
周知 のように,こ の方法 もまた従来の原価管理 とは異 な り,製 品の製造 プロセスのみならずそ
の製品 ・サー ビスの企画 ・開発 ・設計のプロセスお よび販売 ・管理 ・回収 ・廃棄 とい うプロセス
を含めたライフサ イクルにおいて発生するあ らゆるコス トを全体 として把握することにね らいが
あるといえる。 この ことか ら,ラ イフサイクル ・コステ ィング と原価企画 との対象 となるプロセ
スの範囲は部分 的には重 な り合 ってい るこ とがわか る。
とはいえ,両 者の相違 は単 に対象 となるプロセスの範囲だけではない ことが看過 されてはなら
ない。 もちろん,範 囲の相違が原価情報についての量的な相違 をもたらすことはいうまで もない
として も,こ の ような量的な相違が当然のことなが ら質的 な相違 をもた らす ことは容易 に推察 さ
れ得 るといえる。更 には前章において既述 のように,原 価企画の特徴 は製品 ・サービスの企画 ・
開発 ・設計 とい うプロセスでの原価管理活動が これ に続 く製造プロセスでの原価管理活動 に決定
的な影響 を及 ぼす ようなプロセス間の依存 関係 にあ る といえる。 これに対 して,ラ イフサ イク
ル ・コステ ィングの場合 には,原 価 企画 にみ られ るようなプロセス間の依存 関係は見 出され な
い。む しろ,ラ イフサイクル ・コスティングでは,そ れぞれのプロセス において発生する原価の
把握 と管理 に力点が置かれているといえる。 この ように明 らかな違いの見 られる二つの コス トマ
ネジメン ト手法に共通性がある とすれば,果 た してそれはいかなるものでろうか。
一般 に
,ラ イフサイクル ・コス トは,あ る製品 ・サー ビス を購入 ・利用す る側(つ まり顧客側)
とその製品 ・サービスを販売 ・提供す る側(つ まり生産側)と においてそれぞれ把握 されることに
なる。 もちろん,両 者の ライフサ イクル ・コス トの範 囲が異 なる ことはい うまで もない。 した
がって,両 者の原価情報 は量的 に異 なっているとい える。 とすれば,顧 客側 と生産側 という利害
が まった く相反す る立場の相違があ り,し か もライフサ イクル ・コス トの範 囲 も異 なるか らに
は,当 然 のことなが ら両者の原価情報は質的 にも異 なっている と考えられる。
通常,あ る製 品 ・サービスを購入 ・利用する側 にとってのライフサイ クル ・コス トにはその購
入 ・利用 開始に伴 って発生す るコス ト,そ の廃棄 ・利用終了までの期間に発生す る管理維持 コス
ト,お よび最終時点での廃棄 コス トが含 まれる。 これ らの コス トについて注意すべ きは,調 達 コ
ス トと運用 ・維持管理 コス トと廃棄 コス トとい う三者の間に トレー ド・オフの関係24が 成立 して
いることである。 このことは,具 体的には調達 コス トが低額 であれば,そ の結果 として運用 ・維
持管理 コス トあるいは廃棄 コス トが高額 になり,反 対 に調達 コス トが高額であれば,そ の結果 と
して運用 ・維持管理 コス トあるいは廃棄 コス トが低額 になるとい う関係 として理解 され得る。こ
の場合 には,調 達 コス トの減少分 は顧客側の支出の減少 をもたらし,運 用 ・維持管理 コス トの増
加分は顧客側の支出の増加 をもた らす ことになる。
このような トレー ド ・オフの関係 に着 目す ることこそが,ラ イフサイクル ・コスティングの特
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徴 といえる。 そ もそ も顧客側の視点に立脚すれば,製 品 ・サー ビスそれ 自体の コス トの高低 のみ
ならず,そ の製品 ・サー ビスの提供 を受け ることによって必然的に発生するアフター ・コス トの
高低 もまた重要 な関心事でなければな らぬ はずである。 このことは,当 該製品 ・サー ビス を利用
す ることに よって顧客側に発生す る全体 としての コス トの大 きさが最大の関心事であ ることを意
味 してい るといえる。 もちろん,そ の場合 には,顧 客側 に発生する全体 としてのコス トを最小 限
に抑えることが意図されてい ることはいうまで もない。 ここに,顧 客の視点か ら製品 ・サー ビス
の ライフサイクル全体 にわたってコス トを管理す る顧客側 のライフサイクル ・コス ティングが コ
ス トマネジメ ン トの一つの方法 として位置づけ られている理 由が見出 される といえる。
このように,顧 客側の ライフサ イクル ・コスティングによれば,提 供 される製 品 ・サービスの
ライ フサ イクルにおいて顧客側 に発生す るコス トを全体 として最小限 に制御することが可能 とな
るのであ る。 したがて,顧 客側 のライフサ イクル ・コステ ィングを実施する場合 のライフサイ ク
ル に関す る活動 は,全 体 としてのライフサ イクル ・コス トの低減を強 く意識 した原価管理活動 で
なければな らないこ とになる。つ ま り,そ の活動 は,顧 客側 の(予 想される)ラ イフサ イクル ・
コス トの総額 を制約条件 とした,原 価管理活動 に他 な らない。
それでは,こ の場合 にはステークホルダーは どのように意識 されることになるのであろうか。
もちろん,当 該製品 ・サービスの利用が,利 益の獲得 に役立つ ことによって場合 によっては(少
なくとも既存の株主にとっては)資 本市場 での株価 を高めるこ とには貢献す ることになるか もしれ
ない。 しか し,利 益 の獲得が企業価値(あ るいは企業グループ価値)を 高め ることと直 ちに結 び付
くわけで はないことは既述 のとお りである。
とすれば,顧 客側 のライフサイクル ・コステ ィングでは,当 事者 であ る顧客側企業のステー ク
ホル ダ0の 中心 とも言 うべ き投 資家(既 存の株主だけではなく一般 の潜在的株主も含む)は どの ように
意識 されることになるのであろうか。 ここで着意すべ きは,こ れ らの コス トが どのプロセスにお
いてどれほ ど発生するのか ということではな く,そ れぞれのプロセスにおいて発生するコス トに
関す る情報が どのような意味を持ってい るのか ということである。 しか も,こ れ らのコス トが製
品 ・サー ビスの ライフサイクルに応 じて時系列 に発生すること,し か も往 々にしてその発生期 間
が比較的長期間 に及んでいることである(も ちろん,1年 に満たないような短期間の場合も考えられるも
のの,こ のようなケースは本稿のテーマに鑑みれば,重 要性は乏しいと判断されるので考察の対象にはしな
い)。 このことは,た とえば前章 において考究の対象 となった原価企画 を想起すれ ば明 らかな よ
うに,企 画 ・開発 ・設計のプロセスか ら製造プロセスへの移行 までの期間でさえ,数 年を要する
ことか らも容易 に推察 されるであろう。
前章において明 らか になっているように,こ こで投資家 を意識する とい うことは,顧 客側企業
が実施す る新 しい製品 ・サービスの利用 とい う活動,更 にはその後に続 く維持 ・管理活動,廃 棄
処分活動 を含めたすべ ての一連 の活動 を新 しい一つの事業 プロジェク トとみ な して,こ のプ ロ
ジェク ト全体 の予想 され るキャッシュ ・フロー(こ の場合には,厳 密にはキャッシュ ・アウトフロー)
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を現在価値 に割 り引 くことによって,こ の一連の活動 を投資の経済性評価 と同様の視点か ら評価
することに他 ならない。
この ように,投 資家が投 資の意思決定 に際 しての尺度 として利用す る指標 による経済性評価 と
同様の考 え方が一つの新 しい事業 プロジェク トとみな される,「 顧客側の ライフサイ クル ・コス
テ ィング」の適用 される新 しい製品 ・サー ビスそれ 自体 にも当ては まるとすれば,こ こに顧客側
の ライフサ イクル ・コスティングについての全 く別の捉 え方が見出 され ることとなる。つ まり,
顧客側のライフサイクル ・コステ ィングを単 なる原価管理活動 と見 るのではな く,そ れ 自体 を一
つ の投 資活動 とみなす とい うことであ る。 この ように捉 えることに よって,顧 客側企業における
内部活動 としてのライフサイクル ・コステ ィング と企業外部者である投資家 とが結 び付 けられる
ことにな り,顧 客側のライフサ イクル ・コステ ィングは十分に顧客側企業 の投資家 を意識 した活
動 とな り得 るのである。
か くして,従 来 は原価管理のための極 めて内部的な活動 と理解 されていたライフサ イクル ・コ
スティングー ただ し,こ こではあ くまで も顧客側 のライフサイクル ・コスティングに限定 されて
いる一が実 は顧客側企業 における投資活動 としての性 質を備 えていることが明 らか となる。 した
が って,顧 客側 のライフサイクルによるコス トマネジメ ン トは,表 面的には 「顧客側 におけるラ
イフサイクル全体 としての原価水準の引 き下げ」 に貢献 していると考 えられるものの,そ の本質
は顧客側企業にお ける将来の支出であ るキャッシュ ・アウ トフローの引 き下げにあるといえる。
もちろん,こ のキャッシュ ・アウ トフローは現在価値 に割 り引かれたものであることはいうまで
もない。 したが って,こ の場合 には顧客側企業 において提供 され る原価情報 は,新 しい製品 ・
サー ビス に起 因するライフサ イクル ・コス トの将来キャッシュ ・アウ トフローの現在価値 と考え
られる。
この ように,投 資家 を意識 した顧客側の ライフサイクル ・コスティングを総体 として捉 える場
合 には,提 供 される原価情報はライフサイクル ・コス トとしての将来キャッシュ ・アウ トフロー
の現在価値 を示 していることになる。 ここまでは,顧 客側の ライフサイクル ・コスティングにつ
いて検討 を加 えて きたのであるが,同 様 の検討が生産側 のライフサイクル ・コスティングについ
て もおこなわれなければなるまい。
ある製品 ・サ ービス を販売 ・提供する側 にとってのライフサイクル ・コス トにはその企画 ・開
発 ・設計段 階の コス ト,製 造 ・販売 ・アフターケアの各段 階での コス ト,更 には回収 ・廃棄の段
階でのコス トが含 まれている。 これ らのコス トをすべ てライフサイクル ・コス トの構成要素 とし
て捉 えることは,「 市場関連製品 ライフサイクル」25と いう考 え方ではな く,「 生産者サ イ ドの統
合 された製品 ライ フサイクル」26と 呼 ばれ る考 え方 に基づいていることを意味 してい る。 この考
え方の下では,統 合 された製 品ライ フサイクルは,生 成サイクル ・市場サイクル ・アフターケア
サイクルによって形成され ることになる27。したが って,市 場 関連製 品ライフサイ クルが,生 成
サ イクル とアフターケアサイクルに よって補完 されれば,統 合 された製品ライフサイクルとなる
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といえる28。もちろん,こ こにいうライフサイクルは,こ の統合 された製品 ライ フサイクルであ
ることはい うまで もない。
これに対 して,コ ス トの視点か らライフサイクル ・コス トを分類す るとすれば,企 画 ・開発 ・
設計段 階ではアップ ・ス トリーム ・コス トが発生 し,製 造段階では製造 コス トが発生 し,販 売 ・
アフターケアの段 階ではダウン ・ス トリーム ・コス トが発生する ことになる29。もちろん,生 産
側のライフサ イクル ・コスティングの場合 には,生 産側 において発生する,製 品 ・サー ビスのラ
イフサ イクル全体 に関連するこれ らの コス トを最小 限に抑 えることが意図されていることはい う
まで もない。 ここに,生 産者の視点か ら製品 ・サー ビスの ライフサイクル全体 にわたってコス ト
を管理す る生産側 のライフサ イクル ・コステ ィングが コス トマネジメン トの一つの方法 として位
置づけ られている理 由が見出されるといえる。
この ように,生 産側の ライフサイクル ・コスティングによれば,提 供 した製品 ・サー ビスの ラ
イフサイクルにおいて生産側 に発生するコス トを全体 として相対的に低 くす る方向に制御す るこ
とが可能 となるのである。 したがって,生 産側 のライフサ イクル ・コステ ィングを実施す る場合
のライフサ イクルに関する活動は,全 体 としてのライフサ イクル ・コス トの低減 を強 く意識 した
原価管理活動 でなければな らないことになる。
とはいえ,生 産側の ライフサ イクル ・コステ ィング とい う原価管理活 動 につい て注意すべ き
は,こ の活動が提供す る製品 ・サービスのコス トを必ず しも最低限の水準 に引 き下 げることを意
味 しているわけではないことである。 このことは,た とえば製造 プロセスにおいて コス トの引 き
下げがおこなわれた製品の品質 に問題がある場合 には,こ れ に付随 して手直 し費が発生 した り,
当該製品が消費者の手元 に既 に届いてい る場合 には,修 理費,取 替費 というような事後 的な費用
が発生する ことを考慮すれば,製 品の製造プロセスにおけるコス トの引 き下げが必ず しも全体 と
しての コス トの引 き下げに貢献す るとは限 らない ことを意味 している。 この ことか ら,製 品の品
質の維持 ・管理 に関す る活動の コス トが,ラ イフサ イクル ・コス トの中で重要な位置 を占めてい
ることがわかる。
この ような品質原価 に関す る活動 コス トを把握す る方法 は品質原価計算 と呼 ばれている。一般
に,品 質原価計算では,PAFア プローチが採用 されてお り,予 防原価 ・評価原価 ・失敗原価(こ
れは,内 部失敗原価と外部失敗原価とに区分される)と い うコス ト分類が採用 されている。これ らの う
ち,予 防原価 と評価原価 は製品の品質適合 コス ト,ま た失敗原価 は品質不適合 コス トとも呼ばれ
る。これ ら原価種類の うち予防原価 ・評価原価 と失敗原価 とは,ト レー ド ・オ フの関係 にあるこ
とが留意 されなければならない。つ まり,製 品 ・サービスの品質の維持 ・管理に際 して,事 前の
活動である予 防 ・評価のための活動に コス トを掛け ることに よって,製 造活動の後 に発生す るコ
ス トの削減 につ なげることがで きるのである。 もちろん,こ のこ とは逆の場合 もあ り得 るので,
事前的な予防 ・評価 コス トを削減す ることによって,必 然的な結果 として事後的な対応 のための
コス トは増大することになる。 このような場合 に,コ ス トの視点か らの最 も合理的な判断は,品
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質適合原価 と品質不適合原価の総額が最 も小 さくなるような品質 にて製 品 ・サービスを提供する
ことにある といえる。
この ように,品 質原価計算がライフサ イクル ・コステ ィング とい う原価管理活動 に組み込 まれ
るこ とによって,製 品 ・サー ビスの品質維持 ・管理のための活動が,結 果 として当該製品 ・サー
ビスの ライフサイクル ・コス トの低減 にも貢献 している といえる。 ここに,ラ イフサ イクル ・コ
スティングに品質原価計算が組み込まれている意味が見 出されるといえる。
この ことは,視 点 を変えれば,ラ イフサイクル ・コスティングが品質原価計算によって支援 さ
れている とい うこともで きる。 とすれ ば,ラ イフサイ クル ・コステ ィング とい う原価 管理活動
は,製 品 ・サー ビスの品質 を制約条件 とした生産側の(予 想される)ラ イフサイ クル ・コス トの
総額 を低減 させ る原価管理活動に他 ならない。
この ような生産側の ライフサイクル ・コステ ィングの場合 には,ス テークホルダーは どのよう
に意識 されているのであろ うか。 もちろん,当 該製品 ・サービスの提供が,利 益の獲得 に役立つ
ことによって場合によっては(少 なくとも既存の株主にとっては)資 本市場 での株 価 を高めることに
は貢献す る ことに なるか も しれない。 しか し,利 益の獲得 が企業価値(あ るいは企業グループ価
値)を 高めることと直 ちに結びつ くわけではないことは既 に何度 も指摘 したとお りである。
それでは,生 産側の ライフサイクル ・コステ ィングでは,当 事者である生産側企業 のステーク
ホルダ0の 中心 とも言 うべ き投資家(既 存の株主だけではなく一般の潜在的株主も含む)は どの ように
意識 されることになるのであろうか。 ここで着意すべ きは,こ れらのコス トが どのプロセスにお
いてどれほ ど発生するのか ということではな く,そ れぞれのプロセスにおいて発生す るコス トに
関す る情報が どのような意味 を持っているのか というこ とである。 しか も,こ れ らの コス トが製
品 ・サービスのライフサイクルに応 じて時系列 に発生す ること,し か も往 々にしてその発生期間
が比較 的長期 間に及 んでいることである。 このことは,既 述の原価企画を想起す れば明 らかなよ
うに,企 画 ・開発 ・設計 のプロセスか ら製造プロセスへの移行 までの期 問で さえ,数 年 を要する
ことか らも容易 に推察 され るであろう。 しか も,提 供 した製品 ・サービスが最終的に廃棄 ・サー
ビス終了に至 るまでには更に少 な くとも数年の年月を要す ることもまた想像 に難 くない といえる
であろう。
ここで投資家 を意識する とい うことは,前 章において明 らかになっているように,更 には上述
したように生産側企業が提供する新 しい製 品 ・サー ビスの提供 という活動,更 にはその後に続 く
維持 ・管理のためのアフターケア活動,廃 棄処分活動 を含 めたすべての一連の活動 を新 しい一つ
の事業 プロ ジェク トとみな して,こ のプロジェク ト全体の予想 されるキャ ッシュ ・フロー(こ の
場合には,厳 密にはキャッシュ ・アウトフロー)を 現在価値 に割 り引 くことに よって,こ の一連 の活
動 を投 資の経済性評価 と同様 の視点か ら評価する ことに他 ならない。





設備売却 lea.00 200.00 300.00 250.00 100.00 1000.00
支出の部(A)
製造原価 75.00 loo.ao 150.00 125.00 50.00 Sao.00
開発費 11.00 14.00 18.00 14.00 27.ao 21.00 6.00 111.00
管理費 15.00 15.00 15.00 23.00 23.00 23.00 23.00 23.00 18.00 18.00 196.00
販売費 Zo.oa 14.00 18.00 14.00 8.00 74.00
ア フ ター ケ ア 費 lo.oa 9.00 19.00
名 目額(E-A) 一26 .00 一29 .00 一33 .00 18.00 36.00 ::11 li 19.00 一28 .00 一27 .00 loo.ao
名 目額の累計 一26 .00 一55 .00 :.i! 70.00 一34 .00 54.ao 136.00 155.00 127.00 100.00 100.00
割引額(E-A) 一26 .00 一25 .89 一26 .3 12.81 22.88 49.93 41.54 8.59 一11 .31 一9 .74 36.50
割引額の累計 一26 .00 一51 .89 一78 .20 一65 .39 一42 .51 7.42 48.96 57.55 46.24 36.50 36.50
出 典:Coenenberg,AdolfG.,KostenrechnungundKostenanalyse第3版,LandsbergamLech1997年,487頁(一 部 修 正:奥
山)
この図表に よれば,キ ャッシュ ・インフローについては第4期 か ら第8期 にかけて設備 の売却
収入が全体 として1,000貨 幣単位発生 し,こ れに対 してキ ャッシュ ・アウ トフローについては製
造原価,開 発費,管 理費,販 売費,ア フターケア費がそれぞれの該 当す る期 において発生 し全体
として900貨 幣単位 に上っていることがわかる。 また,こ の時系列の図表か ら明 らかな ように第
1期 か ら第3期 は企画 ・研究 ・開発の期 間であ り,第4期 か ら第8期 が対象製 品の製造 ・販売期
間であ り,そ して第9期 と第10期 は製品の販売 を終 了 した後の事後対応 の期 間 となっている。
このそれぞれの期 間に該当する費用が個々に発生 し,そ の単純総計が 「名 目額」 として示 されて
いる。 この名 目額 についての各期 間の個別の発 生額 を年利12%の 割引率 にて割 り引いた各期 間
の現在価値の総計が割引現在額の累計36.50貨 幣単位である。 これが正味割引現在価値 を意味 し
ていることはい うまで もない。
投資家が投資の意思決定 に際 しての尺度 として利用するそのような指標 による経済性評価 と同
様の考 え方が一 つの新 しい事 業 プロジェク トとみ なされ る,「 生産側 の ライフサ イクル ・コス
ティング」の適用 される新 しい製品 ・サー ビスそれ 自体 に も当てはまる とすれば,こ こに生産側
の ライフサ イクル ・コスティングにつ いての全 く別の捉 え方が見出されることとなる。つ ま り,
生産側のライフサイクル ・コスティングを単 なる原価管理活動 と見 るのではな く,そ れ 自体 を一
つの投資活動 とみなす というこ とである。 この ように捉 えることによって,生 産側企業 における
内部活動 としてのライフサ イクル ・コステ ィング と企業外部者である投資家 とが結び付 け られる
ことにな り,生 産側の ライフサイクル ・コステ ィングは十分 に当該生産側企業 の投資家 を意識 し
た活動 とな り得 るのである。
か くして,従 来 は原価管理のための極めて内部的な活動 と理解 されていた ライフサイクル ・コ
スティングー ただ し,こ こではあ くまで も生産側 のライフサ イクル ・コステ ィングに限定 されて
いる一 が,実 は投資活動 としての性質 を備 えていることが 明らか となる。 したが って,生 産側 の
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ライフサイクル ・コスティングによるコス トマネジメン トは,表 面的には 「生産側 におけるライ
フサ イクル全体 としての原価水準 の引 き下げ」に貢献 している と考え られる ものの,そ の本質は
将来の支出であるキャッシュ ・アウ トフロ0の 引 き下げにある といえる。 もちろん,こ のキャッ
シュ ・アウ トフローは現在価値 に割 り引かれた ものであることはい うまで もない。 したがって,
この場合には提供 される原価情報 は,新 しい製品 ・サービス に起因するライ フサイクル ・コス ト
の将来キ ャッシュ ・アウ トフローの現在価値 と考え られる。
このように,投 資家 を意識 した生産側 のライフサイクル ・コスティングを総体 として捉 える場
合 には,提 供 される原価 晴報はライフサイクル ・コス トとしての将来キ ャッシュ ・アウ トフロー
の現在価値 を示 してい るこ とになる。
これまでの検討か ら,ラ イフサイクル ・コスティングという活動 は,立 場の異 なる顧客側 と生
産側のそれぞれにおいて実施 されている ものの,資 本市場へ の参加者である投 資家 を意識するこ
とは,い ずれの立場 のライフサイクル ・コステ ィングにあっても,こ の活動が投資活動 としての
性質 を帯 びることになるということ,そ してこのことによってライフサ イクル ・コステ ィングに
より提供 され る原価情報が新 しい製 品 ・サービスに起 因する将来キ ャッシュ ・アウ トフローの現
在価値 を意味 している と考え られることが明 らか となった。つ ま り,投 資家 を意識す ることがラ
イフサイクル ・コスティング とい う活動 自体の質的変化,更 にはライフサ イクル ・コスティング
によ り提供 される原価情報の質的変化 をももたらしているといえるので ある。
ここに,新 たな視点 として着意すべ きは,環 境 ライフサ イクル ・コス ティングという新 たな手
法 の存在 であ る。 これは,従 来の ライフサイクル ・コスティングの対象 を更に拡張 して,製 品の
廃棄処分後の環境への影響 をも考慮す る原価管理活動 として特徴付 けることがで きる。 この よう
な手法について も,同 様の視点か ら捉 える ことが可能であろ うと推察 され得 るが,そ の検討は別
の機会に譲 ることとする。
】.v.原価企 画 とラ イフサ イ クル ・コステ ィング との同質性
一資本市場志向の統合モデルの可能性一
これ までの検討か ら,原 価企画 もライフサイクル ・コステ ィングもどちらも投資活動 としての
性質 を備 えているとみなされることが明 らか となっている。そ して,こ の ような投資活動 という
性質が この二つ のコス トマネジメ ン ト手法に共通 して見出 されるとすれ ば,ど ちらの手法の場合
に も提供 される原価情報は,新 しい製品 ・サ0ビ ス に起因する将来キャッシュ ・アウ トフローの
現在価値 を表わす ことになる と考え られる。 このことは,特 に原価企画 において提供 される原価
情報が実際 には資金の時間価値 を考慮 した ものではない として も,原 価企画の備 えている投資活
動 と しての性質 に着 日すれば,本 来はその ような性質の情報 として理解 されるはずであることを
意味 してい る。
この ような二つの コス トマネジメ ン ト手法 に見 られる投資活動 としての同質性,更 にはこれ ら
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の二つの手法 によって提供 され るそれぞれの原価情報に見 られる時間価値 を考慮 した会計情報 と
い う同質性が これ らの二つの手法に同様に見出 され るとすれば,こ こに一つの着想 を得 ることが
で きる。す なわち,そ れぞれ個別の手法 として理解 されているこれ らの二つの手法 を一つに統合
することである。 しか も,そ の場合 には,原 価企画が顧客側ではな く生産側 において利用 され る
手法(も ちろん顧客を意識していることはいうまでもないが,こ の手法の主体が生産側)で あ るこ とを考
慮すれば,こ こでの統合は専 ら生産側 での二つの手法の統合 である とい える。 このような統合が
可能 となる理 由は,両 者に共通す る上述 の同質性が見出 され得 ることにある といえる。
すでに明 らかなように,原 価企画 とい う活動 は,製 品 ・サー ビスの ライ フサイ クルの 中の企
画 ・開発 ・設計の段階 と製造段 階とを視野 に入れた原価管理活動 であ り,こ の範 囲に限ればライ
フサイクル ・コスティングと重 な り合 っているといえる。他方,ラ イフサイクル ・コスティング
は,製 品 ・サービスの ライフサイクルにおけるすべ ての段 階 を視野 に入 れた原価管 理活動 であ
る。 このような視点か ら,コ ス トの発生段 階の範囲の広が りを手がか りとすれば,こ れ らの二つ
の手法の統合は,原 価企画がライフサ イクル ・コスティングに吸収 されることになる と考えるこ
とがで きる。 しか し,こ こで注意すべ きは,そ のような統合 された新 たな手法 とは,実 質的には
製品 ・サー ビスの ライフサイクル全体 を対象 とした原価企画に他 ならない ということである。す
なわち,そ の ような原価企画は,最 早,「 製造原価の企画」 とい う意味での原価企画 に とどま ら
ず,「 ライフサイクル ・コス トの企画」 とい う意味での原価企画 とみ なされ得るのである。
更に,こ こに想起すべ きは,前 章 において既述の ようにライフサイクル ・コスティングには品
質原価 計算 とい う具体的 なコス トマ ネジメ ン トの手法が組み込 まれている ことであ る。 もちろ
ん,両 者は個 々に自己完結 的な仕組み を備 えてお り,そ れぞれが独 自の手法であることはいうま
で もないものの,こ こではライフサイ クル ・コスティングが品質原価計算 を包摂 している場合 が
想定 されているのである。 ライフサイ クル ・コスティングが より一層有用であるためには,品 質
原価計算 をその仕組 みの中に包摂 していることは必要条件 といえるであろう。か くして,こ こに
品質原価計算 を包摂 しているライフサイクル ・コステ ィングを前提 とした ライフサイクル ・コス
トの企画 とい う統合 モデルが構想 されるこ とになる。 この ような統合モデルが資本市場 を志 向す
るコス トマネジメン ト手法 であることはいうまでもない。
V.結 び に代 え て
一 コス トマネジメン ト論の ための方法論の視座一
コス トマネジメン トを文字通 りに解釈すれば,コ ス トその もののマネジメ ン トと解 されること
になる ものの,こ の ような理解は合理的 とはいえない。現実の問題 として コス トをマ ネジメ ン ト
す る場合には,コ ス トその もののマネ ジメ ントではな く,コ ス トへ の影響 要因をマネジメン トす
ることが重要 となる。 ここに,コ ス ト・セ ンターとい う考 え方,更 には責任会計の生 まれる余地
がある といえる。つ ま り,現 実にはコス トの発生形態 は多様 である として も,例 えば製造原価 に
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ついてはその主要 な要素である材料費の発生 は突 き詰めればそれ を費消する人に,あ るいは労務
費の発生 もまた作業従事者であ る人に,と いう具合 にそれぞれの影響要因 を特定す ることがで き
る。 このことを一般化すれば,特 定 の人 と特定のコス トとの間の関係 を見出す ことによって,あ
るいは場合 によってはその ような関係が擬制 されることによって,コ ス トマネジメ ントはおこな
われることになる といえる。これが コス トマネジメン トにおける現実 の姿 といえるであろう。
それでは,コ ス トへ の影響要 因を管理する とい うことはどの ようなことを意味 しているのであ
ろ うか。これ をライフサイクルの視点か ら考 えてみ ると,製 品 ・サ0ビ スの企画 ・開発 ・設計の
段 階か ら廃棄処分 に至るまでの各段 階において実際 におこなわれる諸活動 に伴 って発生す る各種
の コス トをその影響要因によって管理す ることを意味 している ことになる。 もちろん,そ の際 に
は新 しい製 品 ・サービスの企画 ・開発 ・設計の段 階か らその提供終了 ・廃棄の段 階に至るまでの
各プロセスにおいて,特 定の活動 に従事す る人 と特定の コス トとの間の関係を見出す ことによっ
て,あ るいは場合 によってはそのような関係 が擬制 されることに よって,コ ス トマネジメン トが
お こなわれるこ とは,い うまで もない。
ここで留意すべ きは,製 品 ・サービスの品質は理想的には最高の水準 が望 ましい として も,実
際 には品質に対する顧客ニーズは必ず しも同一ではない ということである。つま り,顧 客 ニーズ
に応 じた水準 での品質の維持 ・管理が必要 とされているのであ る。 この ことか ら,既 述の ように
製品 ・サー ビスの品質 についての維持 ・管理のためのコス トは,一一般 に品質適合 コス トと品質不
適合 コス トとの和 が最小 になるようなコス トを以 って決定す ることが合理的であると考 えられて
いるとして も,顧 客の品質ニーズが多様であれば,こ の ようなコス ト決定の仕組み はその多様性
にそれぞれ対応 していると考 えられる。 しか も,こ のような品質の維持 ・管理のためのコス トの
発生は,製 造段階か らアフターケアの段階 にまで及んでお り,製 品 ・サー ビスのライ フサイクル
にお いては複数 の段 階 ・期 間が これに該 当す るこ とになるのであ る30。この こ とは,品 質の維
持 ・管理のための活動が通常は複数年にわたって随時お こなわれること,そ してこの活動に伴 っ
て発生す るコス トもまた通常は複数年にわたって随時発生す ることを意味 している。 とすれば,
その ような複数年にお よぶ活動 をひとつの まとま り,つ まりプロジェク トとして捉 え,そ のプロ
ジェク トの実体 としての品質維持 ・管理活動に伴 って発生す るコス トを上述の意味 において最小
化することが必要 となるはずである。この場合 には,当 然の ことなが ら,品 質の維持 ・管理のた
めの コス トに も,資 金 の時間価値 とい う思考が適用 され るこ とにな る。 したが って,品 質の維
持 ・管理のための コス トについて も,原 価企画お よびライ フサイ クル ・コステ ィング と同様 に
キ ャッシュ ・アウ トフローの現在価値が考慮 されるはずである。
この ような品質の維持 ・管理 コス トの計算 の仕組み と原価企画 とい う活動 とを結び付 けること
は,比 較 的容易 にお こなえると考 えられる。なぜ な らば,原 価企画 によるいわゆる 「原価の作 り
込み」のため には,既 に述べ たように新 しい製品 ・サー ビスの機能 につ いての分析が不可欠であ
り,こ の機能分析 を通 じて新 しい製品 ・サー ビスの品質水準 を実質的にコ ントロールする という
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意味において両者 は,元 来融合する性質を備 えてい ると考え られるか らである。 この作 り込 まれ
た原価に連動す る品質水準に応 じて品質の維持 ・管理 コス トの大 きさも決 まることになる。 もち
ろん,こ の大 きさは,品 質の維持 ・管理のための コス トについてのキャッシュ ・アウ トフローの
現在価値 を意味 していることはい うまで もない。
か くして,資 本市場志向の統合 モデル としての コス トマネジメン トの手法 は,実 質的には原価
企画,ラ イフサ イクル ・コステ ィングおよび品質原価計算 がいわば三位一体 となって形成 される
ことがここに明 らか となる。 これは,キ ャッシュ ・アウ トフローの現在価値 を媒体 とした理念的
な統合モデルに他 な らない といえる。
このような統合モデルを構想す ることによって,内 部向けの情報提供活動に際 して,外 部向け
の情報提供活動 と同程度 に投 資家 を意識 した情報の提供が可能 となるということである。 このよ
うな視点に立脚す ることによって,投 資家を意識す ることが内部 向けの情報それ 自体 に質的 ・量
的な変化を もた らす ことも明 らか となる。
そうであるとすれば,こ れ と同一の視点か ら,企 業内部向けの情報提供の担い手 である管理会
計ツールにおいて重要 な役割 を果た しているコス トマネジメン トの手法の うちここに考察 の対象
とな らなか った具体 的な手法 とその手法によって提供 され る会計情報それ 自体について更 に検討
してみなければなるまい。つ ま り,そ こでは資本市場志向の視点 とその ような視点の下での原価
情報の特性 としてのキャッシュ ・アウ トフローの現在価値 という性質 とが,そ のような他の具体
的なコス トマネジメ ン トの手法に も同様 に当てはまるのか否か とい うことが考察されなければな
らない。その場合には,も ちろん個 々の具体 的なコス トマネジメン トの手法それ 自体 についての
分析 ・検討 を挨たなければならない ことはい うまで もない。 この ような検討課題が まだ尚残 って
いることをここに指摘 しておかねばなるまい。 また,こ の ような方向性 が,コ ス トマネジメン ト
の体系化 につながってい くことになるのか否 かとい うことについて も,見 極め られなければな ら
ない。この ことは,こ こに措定 された仮説の説明力 を問 うことに他 な らない。 この検討 もまた,
別の機会 に譲 らねばなるまい。
更には,コ ス トマネジメ ン ト自体が極 めて内部的かつ 自発 的な活動であることに着意すれば,
企業 におけるその実践の実態 を把握すること31も また必要 といえる。厳密 に言えば,こ れ こそが
本来の研究の出発点 といっても過言ではない。 また,こ こに解明 された理念的な統合 モデルを現
実の(あ るいは将来の)企 業実践の中に見 出す ことがで きるのか どうか とい うことについての検証
も場合 によっては必要か もしれない。 とはいえ,こ こに措定 されたモデルは,個 々に独立 した具
体的な コス トマ ネジメン トの手法の うち原価企画,ラ イフサイクル ・コスティング及び品質原価
計算 を統一的に説明す るための理論的なモデルを意味 している といえる。つ ま り,こ の統合モデ
ルは現実の姿 としての現行 の企業実践におけるこれ らの手法 を改善 ・改革す ることを目的 とした
ものではない。あ くまで も本稿 のね らいは,個 々の具体的な手法に見 られる性質の中か ら共通性
を抽出す ることによって,こ れ を一般化することにあったのである。すなわち,こ の共通性 をい
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わば接着剤 としてつな ぎ合わせ ることによって理論的な統合 を試み ることが本稿 のねらいであっ
たのである。 これこそが,コ ス トマネジメ ン ト論における本来の研 究課題であるという認識の下
に,そ の試みがおこなわれた といえる。 コス トマネジメ ン ト論 が,現 実の企業実践 に即 した研究
であるためには,現 実のあるがままの姿 を観察 して,そ の意味を探 ることを研究課題 とす るもの
でなければならぬ筈である。
したが って,本 稿では現実の企業実践 においてその ような統合形態が見出 されることを予想 し
ているわけでもなければ,そ の ような統合形態が生 まれて くることの必要性 を提唱 しているわけ
で もない。 また,そ の ような統合形態の ものが実際に存在 していないとして も,そ のことを以っ
てこの統合 モデルの意味が消失するわけではない。
前述のように本稿での試み は,理 論的な説明のためのモデルの提示 に過 ぎず,こ こに理念的な
モデル とい う所以が ある とい える。ただ,こ の統合 モデルがそ の意味 を失 うことがある とす れ
ば,そ れはその理論 的な説明力 に難点のあることが判 明 した時であ り,そ の時点 において新たな
視点か らのよ り説明力のある統合 モデルの構想が必要 となることはいうまでもない。ここに明 ら
か となった統合 モデルが この ような意義を有する とす れば,こ の試みには企業実践への応用,あ
るいは実用性 という意味 においての有用性 は期待すべ きで はないであろう。つ まり,本 稿 では上
述 のようにそのような企業実践への応用 を志向 した研究 とはもともとの目的を全 く異に している
ことが ここでは強調 されなければな らない。 もちろん,そ の ような企業実践への応用を 目指す研
究 もまた他方では必要 である とはいえ,あ るいは全 く新 しい コス トマネジメン トの手法を開発す
る こともまた必要 なことではあるとして も,こ こでの問題意識 はあ くまで もコス トマネジメ ン ト
領域 における基礎理論 の構築 にある。このこ とは,遡 れ ば管理会計 の領域 において1980年 代 に
経験 した理論 と実務 との乖離お よびその反省 という現象 を想起す ることによって,必 然的に導 き
出 される帰結 といえるであろ う。 この乖離反省現象は,現 実の企業実践 を十分に反映 した理論が
求め られていることを明 白に示 しているといえるであろう。
その際に,と りわけ重要なこ とは,現 実の企業実践 の中か ら経験 的に抽 出された個々の管理会
計 ツールー よ り限定的にはコス トマネジメ ン トの手法一(こ の場合には,業 種の相違あるいは国の違
いは論理的には 「種差」に過ぎないことが看過されてはならない)が 少 な くとも当面 の考 察の対象 で な
ければな らぬ とい うこ とである。この ことが コス トマネジメ ン ト研究 において理論 と実務 との乖
離 を生み出さないための最善の途 といえるであろう。 この領域 における応用研究 は,こ の ような
基礎 的ではあるものの現実に密着 した研究 を基 に して初めて可能 となるのである。そ して,そ の
ような応用研究の発展 をもた らすために も,新 興研究領域 とも言えるコス トマネジメ ント論 にお
いては,先 ず以 って現実の現象である企業実践 における具体 的な コス トマネジメ ントについての
分析 ・考察は絶対 に欠かせ ない研究方法である といえる。なによ りも,こ の ような研究課題 と研
究方法 とについての共通理解が コス トマネジメ ント論 には必要 といえる。
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注
1こ の 「標準原価管理」 という用語 を求めて,専 門文献を絡いてみると管見ではある ものの1960年 代 あ
た りにその淵源を求めることがで きる。この年代の後半以降には,「原価管理」,あ るいは通産省(当 時)
の答 申の影響であると考えられる 「コス ト・マネジメン ト」が頻繁に用いられるようになった。因みに,
この 「コス ト・マネジメン ト」については,櫻 井教授 によれば,1967年 に通産省(当 時)の 産業構造審
議会が発表 した答申 「コス ト・マネジメント」において コス ト・マネジメ ントとは,「 利益管理の一環 と
して,企 業の安定的発展に必要な原価引 き下げの 目標 を明 らかにするとともに,そ の実施のための計画を
設定し,こ れが実現 を図る一切の管理活動をいう」 と定義づけられてお り,こ の定義の意味においてコス
ト・マネジメン トという用語 を用いる場合には一般に括弧を付けて 「コス ト・マネジメント」 とする。櫻
井通晴,コ ス ト・マネジメ ント(森 田哲弥,岡 本清,中 村忠(他)編,会 計学大辞典(第4版),中 央経
済社1997年,375頁)。 なお,本 稿では,そ の ような特定の意味を前提 にしているわけで はないので,
括弧 を付けず に表記することとする。 また,コ ス ト・マネジメン トか コス トマネジメン トかとい う表記上
の相違 も見出されるが,こ こでは原則 としてコス トマネジメントと記すこととする。 これ と一致 しない例
外的な表記は,引 用の場合に見 られるが,そ の場合には原著者の表記 を尊重 し,あ えてこれを修正 しない
こととした。
2た とえば,小 林教授によれば,「経営環境の変化やそれに合 わせた新 しい原価低減活動が原価管理 目的
に対する標準原価計算の意義を相対的に低下させていると考えることがで きる。」 小林哲夫,現 代原価計
算論一戦略的コス ト・マネジメン トへのアプローチー,中 央経済社1997年,55-56頁 。
3こ のことは,「 コス トマネジメン ト」 という名称 を付 した国内あるいは海外の文献の 目次 を一瞥すれ
ば,著 者によりその内容に大 きな相違が見 られることから明 らかとなる。
4こ のことは,コ ス トマネジメントが未だ体系化 されていないことを示唆 しているといえるであろう。体
系化そのものに必要性を認めるか否かは,結 局その研 究方法のあ り方に帰着することになる。コス トマネ
ジメント論が後発の学問領域であ り,そ の研究方法について も未だ確立 されていない現状では,そ の方法
論についての研究 も必要 といえる。ここでは,コ ス トマネジメン トを理論的な観点か ら考究す るため に
は,そ の方法論上の出発点として帰納的なアプローチを採用することを前提 としていることから5コ ス ト
マネジメ ントを体系化することの必要性が必然的に生 じることになる。その際に,方 法論上は何 らかの仮
説を立てることが研究の出発点 となる。これ と同時に,コ ス トマネジメン トの体系の中に含 まれるか否か
については,こ の仮説 を拠 り所 として判断せざるを得ない。つまり,個 々の具体的な手法についての検討
を通 じてその性質を解明 し,さ らに個hの 手法 に共通する性質を見出すことによって,一 応の判断基準と
なる共通性が解明されることになるのであるが,そ の共通性が普遍性 を持つのか否かは,今 後の検討に委
ねることになる。 とりあえず本稿では,原 価企画とライフサイクル ・コスティングという二種の具体的な
手法(こ の両者には共通性があるという見通 しの下で,両 者)に 共通すると考えられる性質を予め見 出
(仮説の定立)し,そ れが両者の共通性 とみなされるのか否か を検討することが,そ のような体系化の第
一歩 と位置づけられている。
5久 保 田教授 は,「 これまで内部的に関係会社の管理のために展 開されて きた考えや技法が,外 部会計用
に修正されつつも連結財務会計として制度化 されるに至ったことをは じめとして,い わゆるセグメン ト会
計,四 半期情報会計,イ ンフレ会計,人 的資源会計 といった分野でも類似の現象を看取 しうるであろう」
と述べた上で,「 内容的には財務会計が管理会計 にひっぱられている趨勢が認められるかと思 う」 と指摘
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